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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期

第３四半期連結
累計期間

第22期
第３四半期連結
累計期間

第21期

会計期間

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

売上高 （千円） 10,115,374 10,955,627 13,842,138

経常利益 （千円） 483,379 421,763 672,700

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 312,397 277,448 441,116

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 313,862 278,766 443,207

純資産額 （千円） 1,911,961 2,068,628 2,041,306

総資産額 （千円） 6,639,924 6,881,603 6,803,197

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 18.71 16.62 26.42

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 28.6 29.9 29.8

 

回次
第21期

第３四半期連結
会計期間

第22期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 5.32 5.75

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

株式会社フォーバルテレコム(E04476)

四半期報告書

 2/17



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

   当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績の状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、政府・日銀による各種政策効果を背景に雇用情勢の改善など

が見られるものの、新興国・資源国等の経済の減速や英国のＥＵ離脱、米国大統領の交代による政策の不確実性な

どの不安要素が高まりつつあり、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

　当社グループの中核的な事業領域である情報通信分野では、移動系超高速ブロードバンド接続サービスの契約数

が急拡大し、ビジネスにおける効果的な活用や急増したデータ量への対応・セキュリティ対策が課題となっており

ます。

　このような環境の下で、当社グループは、法人向けVoIPサービス、法人向けFMC（Fixed Mobile Convergence）

サービス、個人向けインターネットサービス等「IP＆Mobileソリューション」と位置付ける利便性の高いサービス

の拡販を中心に、中小法人及びコンシューマ向けの各種サービスを提供しております。

　具体的には、当社及び当社連結子会社である㈱FISソリューションズにおいては、光回線サービス「iSmartひか

り」、法人を対象とした光ファイバー対応IP電話「スマートひかり」・「AmaVo」及びスマートフォンを利用した

FMCサービス「ツーウェイスマート」並びに個人を対象としたISPサービス「iSmart接続-Fひかり」を中心に、イン

ターネットサービス、情報通信機器販売等を提供しております。

　当社連結子会社である㈱トライ・エックス及びタクトシステム㈱においては、当社サービスの利用顧客からの

ニーズが強い「ドキュメント・ソリューション」を提供しており、上流工程から最終工程まで一貫したサービスの

提供が可能となっております。

　また、当社及び当社連結子会社である㈱保険ステーションにおいては、中堅・小規模法人からのニーズが強い

「コンサルティング」を提供しております。

　これらにより、当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高が109億55百万円（前年同四半期比8.3％増）、

営業利益が４億27百万円（前年同四半期比6.0％減）、経常利益が４億21百万円（前年同四半期比12.7％減）、親

会社株主に帰属する四半期純利益が２億77百万円（前年同四半期比11.2％減）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

≪IP & Mobileソリューション事業≫

　「IP & Mobileソリューション事業」は、VoIPサービス、モバイルサービス等の情報通信サービス全般を提供

しております。昨年から提供開始したサービスが売上高・利益に大きく寄与し、当第３四半期連結累計期間の売

上高は79億78百万円（前年同四半期比15.6％増）、セグメント利益は２億12百万円（前年同四半期比101.8％

増）となりました。

≪ドキュメント・ソリューション事業≫

　「ドキュメント・ソリューション事業」は、普通印刷、印刷物のプランニング・デザイン等を行っておりま

す。厳しい競争環境に加え、大口案件の終了により、当第３四半期連結累計期間の売上高は12億84百万円（前年

同四半期比8.1％減）、セグメント利益は１億22百万円（前年同四半期比42.8％減）となりました。

≪コンサルティング事業≫

　「コンサルティング事業」は、経営支援コンサルティング、保険サービス及びセキュリティサービス等を行っ

ております。保険募集人の減少と保険業法の改正の影響を受けてのコスト増等により、当第３四半期連結累計期

間の売上高は16億93百万円（前年同四半期比6.8％減）、セグメント利益は１億５百万円（前年同四半期比

28.9％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における資産の残高は68億81百万円となり、前連結会計年度末比78百万円の増加と

なりました。これは主に、現金及び預金の減少（１億15百万円）、前払費用の増加（１億29百万円）、未収入金の

増加（83百万円）及び長期前払費用の減少（72百万円）によるものであります。

　負債の残高は48億12百万円となり、前連結会計年度末比51百万円の増加となりました。これは主に、支払手形及

び買掛金の減少（30百万円）、短期借入金の増加（２億50百万円）及び未払法人税等の減少（１億57百万円）によ

るものであります。

　非支配株主持分の残高は13百万円となりました。また、純資産の残高は20億68百万円となり、前連結会計年度末

比27百万円の増加となりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上及び剰余金の配当による

ものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更

はありません。

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 66,000,000

計 66,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,693,200 16,693,200
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 16,693,200 16,693,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 16,693,200 － 542,354 － 42,353

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

16,691,800
166,918 ―

単元未満株式
普通株式

1,400
― ―

発行済株式総数 16,693,200 ― ―

総株主の議決権 ― 166,918 ―

 

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

　 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について優成監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 971,884 856,706

受取手形及び売掛金 2,033,539 2,037,940

商品及び製品 51,006 53,897

仕掛品 55,020 74,811

原材料及び貯蔵品 30,511 54,326

前払費用 943,993 1,073,856

未収入金 930,924 1,014,266

その他 241,767 223,609

貸倒引当金 △50,913 △72,182

流動資産合計 5,207,736 5,317,232

固定資産   

有形固定資産 108,394 90,940

無形固定資産   

のれん 31,548 16,457

その他 150,464 217,310

無形固定資産合計 182,012 233,768

投資その他の資産   

長期前払費用 1,122,286 1,049,855

その他 271,802 351,390

貸倒引当金 △89,033 △161,583

投資その他の資産合計 1,305,054 1,239,662

固定資産合計 1,595,461 1,564,371

資産合計 6,803,197 6,881,603

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,503,490 1,472,944

短期借入金 1,250,000 1,500,000

未払金 1,116,420 1,176,634

未払法人税等 203,061 45,437

賞与引当金 111,565 78,624

役員賞与引当金 66,558 40,196

その他 375,498 370,881

流動負債合計 4,626,594 4,684,717

固定負債   

退職給付に係る負債 130,942 127,846

その他 4,354 410

固定負債合計 135,297 128,256

負債合計 4,761,891 4,812,974
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 542,354 542,354

資本剰余金 42,353 42,353

利益剰余金 1,443,159 1,470,210

株主資本合計 2,027,867 2,054,918

非支配株主持分 13,438 13,710

純資産合計 2,041,306 2,068,628

負債純資産合計 6,803,197 6,881,603
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 10,115,374 10,955,627

売上原価 7,009,083 7,624,433

売上総利益 3,106,290 3,331,194

販売費及び一般管理費 2,651,576 2,903,936

営業利益 454,714 427,257

営業外収益   

受取利息 157 112

違約金収入 51,411 56,127

持分法による投資利益 － 1,595

その他 6,431 4,743

営業外収益合計 58,000 62,578

営業外費用   

支払利息 10,832 9,693

持分法による投資損失 1,891 －

貸倒引当金繰入額 14,067 58,345

その他 2,543 34

営業外費用合計 29,335 68,073

経常利益 483,379 421,763

特別利益   

固定資産売却益 213 －

特別利益合計 213 －

特別損失   

固定資産除却損 1,735 159

減損損失 380 221

特別損失合計 2,116 381

税金等調整前四半期純利益 481,476 421,382

法人税、住民税及び事業税 153,617 132,625

法人税等調整額 13,996 9,990

法人税等合計 167,614 142,615

四半期純利益 313,862 278,766

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,464 1,317

親会社株主に帰属する四半期純利益 312,397 277,448
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 313,862 278,766

四半期包括利益 313,862 278,766

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 312,397 277,448

非支配株主に係る四半期包括利益 1,464 1,317
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間より適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響額は軽微

であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 83,222千円 67,346千円

のれんの償却額 15,090 15,090

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

配当に関する事項

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月18日

定時株主総会
普通株式 133,545 8  平成27年３月31日  平成27年６月19日 利益剰余金

平成27年11月11日

臨時取締役会
普通株式 116,852 7  平成27年９月30日  平成27年12月10日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

配当に関する事項

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月22日

定時株主総会
普通株式 133,545 8  平成28年３月31日  平成28年６月23日 利益剰余金

平成28年11月10日

臨時取締役会
普通株式 116,852 7  平成28年９月30日  平成28年12月９日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

合計

 
ＩＰ＆Ｍｏｂｉｌｅ

ソリューション

事業

ドキュメント・

ソリューション事業
コンサルティング事業

売上高     

外部顧客への売上高 6,902,680 1,396,890 1,815,803 10,115,374

セグメント間の内部
売上高又は振替高

21,418 11,130 5,024 37,573

計 6,924,098 1,408,020 1,820,827 10,152,947

セグメント利益 105,473 214,837 148,901 469,212

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 469,212

セグメント間取引消去 592

のれんの償却額 △15,090

四半期連結損益計算書の営業利益 454,714

 

３．報告セグメントの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「IP＆Mobileソリューション事業」セグメントにおいて遊休資産の減損処理を行っております。なお、当

該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において380千円であります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

合計

 
ＩＰ＆Ｍｏｂｉｌｅ

ソリューション

事業

ドキュメント・

ソリューション事業
コンサルティング事業

売上高     

外部顧客への売上高 7,978,464 1,284,015 1,693,147 10,955,627

セグメント間の内部
売上高又は振替高

21,104 11,700 5,013 37,818

計 7,999,569 1,295,715 1,698,161 10,993,446

セグメント利益 212,854 122,985 105,871 441,711

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 441,711

セグメント間取引消去 636

のれんの償却額 △15,090

四半期連結損益計算書の営業利益 427,257

 

３．報告セグメントの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「IP＆Mobileソリューション事業」セグメントにおいて遊休資産の減損処理を行っております。なお、当

該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において221千円であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

 １株当たり四半期純利益金額（円） 18.71 16.62

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
312,397 277,448

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
312,397 277,448

普通株式の期中平均株式数（株） 16,693,200 16,693,200

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成28年11月10日開催の臨時取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………………116,852千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………………7円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………………平成28年12月９日

（注） 平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月８日

株式会社フォーバルテレコム

取締役会　御中

 

 

 優成監査法人

    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 須永　真樹　　印

    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐藤　健文　　印

    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 小野　潤　　　印

    

    

    

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フォー

バルテレコムの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１

日から平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フォーバルテレコム及び連結子会社の平成28年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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